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研究要旨 
 

派遣元の異なる全ての医療救護班が診療情報管理の標準様式である災害診療記録/J-SPEEDをオールジャ
パンで利活用する災害医療体制を確立し、災害時地域連携の司令塔となる保健医療福祉調整本部等において
被災傷病者データに基づく災害医療救護調整及び実現することを目的として、災害診療記録/J-SPEEDに関す
る【標準教育資料の開発】と【既存J-SPEEDデータの解析】を行った。 

標準教育資料の開発として、令和４年度は医療救護班向けに⓪訓練準備ガイド(訓練主催者向けのガイダン
ス)、①パワーポイント投影資料、②訓練ガイド（電子システム操作訓練に必要な最小限の情報を抜粋しA4一枚に
まとめたガイド資料）、③スマホアプリ操作手順書、④ウェブサイト操作手順書（J-SPEED統合集計報告書等の出
力手順書）を開発した。これらに加えて令和５年度は保健医療福祉調整本部等で活動する行政職員及び支援者
向けに⑤本部担当者用標準業務手順書（災害診療記録/J-SPEEDの立ち上げおよび運用に必要な最小限の情
報を抜粋しA4一枚にまとめた手順書）、⑥医療救護班向け標準業務手順書（前期手順書に基づき本部が医療救
護班に向けての活用を周知する際に利用する指示書）を開発した。医療救護班等の隊員の健康状態を申告する
支援者健康管理版J-SPEEDについては、被災者向けとの関係性を明快に分ける目的で、「J-SPEED+スマートフ
ォンアプリ クイックスタートガイド」として①～⑥とは体裁を分けて開発した。これらを資料はJ-SPEED情報提供サ
イトに一括掲載してダウンロードできるようにし、自治体や医療救護班からのアクセスを確保した。令和６年１月１日
に発生した令和６年能登半島地震ではこれらの資料が実用された。 

J-SPEEDデータの解析としては、過去の災害で蓄積されたJ-SPEEDデータに基づいて開発された医療救護班
の診療件数推移予測が可能な数理モデルを令和６年能登半島地震に対して適応して石川県保健医療福祉調整
本部において解析し、１月下旬の段階で2月20日頃に医療救護件数が減衰することを予測し、実際に2/19をもっ
て本部の縮小化が行われた。また、体制強化に向けた課題（10点）について、令和６年能登半島地震の教訓や最
新の関係研究動向、そして地域連携の視点を踏まえて再度検討を行い課題（12点）に更新した。 

 
 
研究協力者： 
⚫ 千島佳也子（国立病院機構本部 DMAT 事務局） 

⚫ 田治明宏（広島大学公衆衛生学） 

⚫ Odgerel Chimed-Ochir（広島大学公衆衛生学） 

⚫ 弓屋結（広島大学公衆衛生学） 

⚫ 福永亜美（広島大学公衆衛生学） 

⚫ 吉田教人（広島大学公衆衛生学） 

⚫ 永田達弘（広島大学公衆衛生学） 

⚫ 尾川華子（広島大学公衆衛生学） 
 
Ａ. 研究目的 

災害診療記録/J-SPEED を派遣元の異なる全ての

医療救護班がオールジャパンで利活用する災害医療

体制を確立し、災害時地域連携の司令塔となる保健

医療福祉調整本部等において、被災傷病者データに

基づく調整を実現すること。 
 
Ｂ. 研究方法 

【標準教育資料の開発】初年度に医療救護班向け

教育資料等の研究開発を行い、2 年度は受援自治体

向けの教育資料等の研究開発/改定を行い、最終年

度は前年度までの成果を統合して受援自治体が利活

用可能なマニュアルを研究開発する。今年度は受援

自治体向けの教育資料および標準業務手順書の研

究開発を推進した。 

【J-SPEED データの解析】加えて、これまでに集積さ

れた J-SPEED データの解析を進め、災害医療の学術

的エビデンスをリアルワールドデータに基づき構築し

た。解析は災害害医療分野におけるビッグデータ

/IoT/AI の導入の観点も踏まえて進捗し、今年度は

特に新型コロナウイルス感染症パンデミックを通じて健

康危機管理への応用が進んだ数理モデルの災害医

療への応用について研究を進めた。 
 
（倫理面への配慮） 
J-SPEEDデータの解析については、広島大学倫理審
査委員会による審査と承認に基づ研究を推進した。 
 
Ｃ. 研究結果 
 
＜令和４年度研究開発＞ 
➢ ⓪訓練準備ガイド 

医療救護班の訓練主催者が参照して訓練を

準備するためのガイダンス。A4 一ページに

必要な情報を集約した。 

➢ ①パワーポイント投影資料（PowerPoint） 

訓練時に講師が投影し訓練を進行するプレ

ゼンテーションファイル。以下、８０分の構成

を基本としているが、訓練対象者等に応じて

スライドを追加・割愛できるように設計した。 



１）災害診療記録/J-SPEED の説明（２０分）

２）J-SPEED 電子システム（実習）（２５分） 

３）まとめ（５分） 

４）事例等（３０分） 

➢ ②訓練ガイド 

パワーポイントファイルから、電子システム操

作訓練に必要な最小限の情報を抜粋し、A4

一枚にまとめた資料。全てのパワーポイント

資料を印刷配布することの準備負担は少な

くなく、何より電子システム操作訓練時に訓

練参加者が投影資料と手元資料を見比べる

ことで訓練の流れについていけなくなること

があると判明したため作成した。 

➢ ③スマホアプリ操作手順書（動画説明） 

医療救護班が J-SPEED データを入力する

J-SPEED＋スマートフォンアプリの操作手順

書。実災害時にも参照できるよう、また印刷

負担を軽減できるよう、A4 一枚に収めること

にこだわり掲載内容を厳選した。 

➢ ④ウェブサイト操作手順書（本部用） 

入力された J-SPEED データを参照する

WEB サイトの操作手順書。調整会議におい

て印刷配布する A4 一枚の J-SPEED 統合

集計報告書資料を出力すること、および J-

SPEED の最重要機能である「どこで・どこの

ような患者が・何人診療されたか」を地図上

で表示させる操作を優先習得事項として選

定し、A4 一枚の分量に収めた。 
＜令和５年度研究開発＞ 
➢ ⑤本部担当者用標準業務手順書 

保健医療福祉調整本部等の災害診療記録

/J-SPEED 担当者向けに、立ち上げおよび

運用に必要な最小限の情報を抜粋し A4 一

枚にまとめた手順書。標準様式が必要な理

由を端的に示すとともに、過去の災害におい

て蓄積されたデータに基づく支援調整の実

例を列挙した。加えて、J-SPEED の運用に

おいて最も重要な救護班への情報のフィー

ドバックについても具体を示しつつ、優先事

項を厳選して A4 一枚の分量に収めた。 

➢ ⑥医療救護班向け標準業務手順書 

前期手順書に基づき本部が医療救護班に

向けての活用を周知する際に利用する指示

書。標準様式および電子アプリ J-SPEED＋

の起動に必要なライセンスナンバーへのアク

セス、災害特性に合わせて追加される追加

症候群の情報、過去の災害において検証さ

れた活用のポイントを列挙しつつ、優先事項

を厳選して A4 一枚の分量に収めた。 

➢ 支援者健康管理版 J-SPEED 

医療救護班等の隊員の健康状態を申告す

る支援者健康管理版 J-SPEED について

は、被災者向けとの関係性を明快に分ける

目的で、「J-SPEED+スマートフォンアプリ ク

イックスタートガイド」として①～⑥とは体裁を

分けてガイド資料を開発した。 
 

開発された資料は厚生労働科学研究成果物として

J-SPEED 情報提供サイト（https://www.j-speed.org/）

に掲載し全国の災害医療関係者が広く入手可能とし

た。２０２４年１月１日に発生した令和６年能登半島地

震では実際にこれらの資料が実際に活用された。 

 

【J-SPEED データの解析】 

 

〇医療救護班の診療件数推移予測に関する解析 

【目的】過去災害 J-SPEEDデータに基づいて開発され

た医療救護班の診療件数推移予測が可能な数理モ

デルを令和６年能登半島地震に対して適応してデー

タに基づく医療調整に貢献すること。 

【結果】石川県保健医療福祉調整本部において解析

し、１月下旬の段階で 2 月 20 日頃に医療救護件数が

減衰することを予測し、実際に 2 月 19 日をもって本部

の縮小化が行われた。ただし、今回の災害では被災

地への地理的アクセスやライフラインへのダメージの

遷延から、従来になく支援活動が遷延が観察されたた

め、オフセットの手法により数理モデルの最適化を図

ったところ、推計モデルの適合性を高めることができ

た。 

 
                           

                      

                                     
                                     

 

   

   

   

   

   

   

   

       

          

 

    

    

    

    

     

     

     

      

                   

       
      

    
                             

           
              

   

                                   
               

                                   

          

               
             
             
                  

             
 



 
Ｄ. 考察 
 

保健医療福祉調整本部等で活動する行政職員及
び支援者向けに災害診療記録/J-SPEEDの標準教育
資料を開発した。災害対応の司令塔となる調整本部の
能力は災害対応の成否に直結する。一方で、災害診
療記録/J-SPEEDの都道府県等自治体における認知
度は、EMIS等の歴史ある取り組みと比べれば十分とは
いえない。このような状況も踏まえて、標準教育資料は
災害発生時に参照可能な内容と分量であることに留意
し、各資料は担当者や利用場面毎にA4一枚（両面印
刷）に収まるように設計した。この実践的な準備は、令
和６年能登半島地震での各資料の実用につながり、そ
の実用性が実証された。J-SPEEDのみならず災害関
係の情報システムの手順書は今後も、訓練時よりも実
災害時に参照されることに留意しつつ、A4一枚に収ま
る設計に留意して開発することで実効性を担保しやす
くなると思われる。技術的な課題として、記載ボリューム
を絞るとどうしても文字が中心になる傾向があるが、そ
の点は製作者のデザイン力次第で改善できると思われ
る。 

J-SPEEDデータの解析では、過去災害J-SPEEDデ
ータに基づいて開発された数理モデルを令和６年能
登半島地震に対して適応し、１月下旬の段階で2月20
日頃に医療救護件数が減衰することを予測し、実際に
2月19日をもって本部の縮小化が行われた。令和６年
能登半島地震ではJ-SPEEDが導入されて以降、最も
長い期間データが収集された。当該データの解析から
は、撤収時期判断等における有用性(過去災害と同様
にある程度の予測精度がある)ともに課題(支援が長期
にわたる災害では予測精度を上げる為に対応期間中
に数理モデルを再構築して予測精度を上げることは可
能、ただしモデルや変数の複雑化は実用性の妨げに
つながりかねない。今後は現行の７日間移動平均の代
わりに、即時性は劣るが数学的により安定する指標とし
て10日間移動平均を使う等してモデルの頑健性と実用
性の向上を図っていく)を見出すことができた。なお、モ
ザンビーク保健省の許可を得て２０１９年にモザンビー
クを襲ったサイクロン災害においてJ-SPEED方式によ
って集積されたデータを解析したところ、同数理モデ
ルは日本のみならずモザンビークの災害でも適応可能
（予測精度95.9％）と判明している。J-SPEEDデータの
解析に関するこのような取り組みは、今後、我が国のみ
ならず諸外国も含めて適応され、災害医療分野への実
践的なAI導入への突破口にもなっていくと考えられる。 

昨年度整理した今後の体制強化に向けた課題（10
点）について、令和６年能登半島地震の教訓や最新の
関係研究動向、そして地域連携の視点を踏まえて再
度検討を行い以下の通り更新した。具体的には【災害
時】に令和６年能登半島地震の教訓を踏まえて課題が
追加された。次年度以降、順次、取り組みを進める。 
【平時】 
① 講師人材の育成確保 
② 標準教育資料の定期的なアップデート 
③ e-lerningを含めた訓練提供方法の最適化 
④ 訓練実施状況のモニタリング体制確立 
⑤ 我が国の全ての医療救護班向け教育体制確立 
⑥ 保健医療調整本部向けの教育訓練体制確立 
⑦ 都道府県災害医療計画等への計画収載支援 
⑧ 収集されたデータ利活用体制強化 
⑨ 国際医療チームから報告を受けつける体制確立 
【災害時】 

⑩ 起動にかかる関係団体との連絡体制強化（厚労
省/都道府県、DMAT事務局、日赤、医師会、防
衛省自衛隊衛生隊、有力NGO等） 

⑪ 災害対応中の訓練手法確立（いわゆるＪｕｓｔ ｉｎ 
Timeトレーニングの開発） 

⑫ 解析支援チームの能力強化（今回は広島大学公
衆衛生学内に設置されているJ-SPEED研究会の
取り組みとして県本部にチームが派遣され大きな
成果を収めた。今後は地域保健医療調整本部で
の活用を強化する体制強化策を全国レベルで検
討していく必要がある） 

⑬ データ解析結果の共有/活用体制強化（能登半
島地震ではデータ集計解析結果は日々、石川県
保健医療福祉調整本部関係者及び厚生労働省
等にメール等で配信され活用された。一方、地域
保健医療調整本部や関係団体には報告はされた
ものの、本部人材の頻繁な入れ替わりや知識経
験不足等からその活用は限定的であった。今後
は解析支援人材の育成に加えて、データを受けと
る関係組織毎にデータ活用の事例を集め活用の
知見を共有できるとよい） 

⑭ データ報告の終了宣言（原則としては医療救護班
が活動している限り、診療実績データは被災自治
体に報告されるべきである。一方で、そのことはデ
ータを受け取る本部側の負担にもなる。どの時点
まで報告を求め受け付けるべきかについては、今
後、能登半島地震の終盤データを解析することで
一定の見解を得ていけるとよい） 
 

災害診療記録/J-SPEEDは２０１５年に災害時の診
療録のあり方に関する合同委員会によって提唱されて
から現在まで、確かな発展を遂げてきている。一方、南
海トラフ等の巨大災害への備えとして、より発展的には
以下が検討の対象となりうる。 
⚫ 医療救護活動においては、被災傷病者のみなら

ず、支援活動従事者の健康管理（発熱していない
か、疲労が蓄積していないか等）も極めて重要で
ある。この試みは能登半島地震における支援者
健康管理版J-SPEEDの運用として既に開始され
ており、次年度以降、本研究内でも検証し、体制
強化につなげていく必要がある。 

⚫ 医療から保健・福祉への対象領域拡大が技術的
には検討可能である。被災都道府県が設置する
保健医療福祉調整本部が機能するためには、医
療のみならず保健・福祉が支援した被災者ニーズ
も集計可視化される必要がある。広島県ではJ-SP
EEDの保健福祉領域への適応拡大の議論が始ま
っており、そのような先進自治体等での取り組み
は全国レベルでも参考になるだろう。 

⚫ 最後に、収集されたデータは関係ＢＣＰと連動して
運用できる体制を準備構築しておく必要がある。
例えば、被災地の各医療機関が避難所等も含め
た地域の医療ニーズの全体像をタイムリーに把握
することは、各医療機関がその役割を最大化して
いくうえで有用である。J-SPEEDは技術的にはす
でにそのニーズへの対応を技術的には実現して
いるものの、実際には医療機関側がＪ－ＳＰＥＥＤ
データを参照していることは稀である。広島県に
おいては病院受診者のJ-SPEEDデータを病院電
子カルテから抽出し、県に自動抽出する仕組みの
実証実験を行っている。このような取り組みは、医
療機関側からのJ-SPEEDへの理解向上と活用に
つながると期待される。 



 
Ｅ. 結論 
- 保健医療福祉調整本部向け災害診療記録/J-SP

EEDの標準教育資料を研究開発/改定した。 

- 各資料は訓練時よりも実災害時に参照されること

に留意し、掲載事項をA4一枚に収める設計とした。 
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